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1．経営戦略策定の趣旨 

本市は、公共下水道事業(国東処理区)、特定環境保全公共下水道事業(伊美処理区、武

蔵東部処理区、安岐処理区)、農業集落排水事業(朝来地区)、浄化槽により汚水処理を行

っている。 

市としては、個人設置型である浄化槽を除いた公共下水道事業、特定環境保全公共下

水道事業、農業集落排水事業を運営しており、これらの施設整備は、ほぼ完了している

状況にある。 

したがって、今後は、建設の時代から維持管理や改築更新に重点をおいた経営の時代

へと移っていくが、人口減少及び少子高齢化の進行、生活様式の多様化、施設の老朽化

など、社会情勢の変化により、経営環境は厳しさを増しており、不断の経営健全化の取

り組みが求められている。このような状況の下においても、必要な住民サービスを確保

し、公共の福祉を増進するよう企業運営を行うことは、地方公営企業の本来の目的であ

る。その目的を達成するために、地方公営企業は自らの経営状況等を的確に把握した上

で、中長期的な経営の基本計画である「経営戦略｣を策定し、同計画に基づく計画的な経

営基盤の強化に取り組む必要がある。 

今回、平成 26 年 8 月 29 日付総務省通達文書「公営企業の経営に当たっての留意事項

について」(総財公第 103 号･総財営第 73 号･総財準第 83 号)及び平成 28 年 1 月 26 日付

総務省通達文書「「経営戦略」の策定推進について」(総財公第 10 号･総財営第 2号･総財

準第 4号)並びに平成 31 年 3 月 29 日付総務省通達文書「「経営戦略」の策定・改定の更

なる推進について」（総財公第 45 号・総財営第 34 号・総財準第 52 号）に基づき、平成

29 年 3 月に策定した公共下水道事業に対する経営戦略を改定するものである。 

2．現状と課題 

2-1 事業の概要 

本処理区は、平成 9年度(平成 10 年 3 月)に供用を開始し、令和 2年度末には供用開始

から 23 年が経過する。 

管渠の整備は、ほぼ完了しており、処理場についても全系列が完了している状況にあ

る。老朽化していく施設の健全度とリスク評価に基づくストックマネジメント計画を平

成 30 年度、令和元年度に策定しており、適切な機器更新と維持管理を実施していく。 

また、大分県下水道船団方式事業により、一部の施設や事務等の管理・運営を杵築市

及び姫島村と共同で行っている。 

- 1 -



なお、令和 2年 4月 1日から地方公営企業法の財務規定を適用（一部適用）し、公営

企業会計方式へ移行している。 

2-2 事業の現状 

令和元年度における現状を次に示す。 

表 2-1 事業の現状(令和元年度) 

項  目 公 共 下 水 道 事 業 

施設利用率 

(％) 

本     市 35.73 

類似団体平均値 49.27 

全 国 平 均 値 59.64 

水洗化率  

(％) 

本     市 71.82 

類似団体平均値 83.16 

全 国 平 均 値 95.35 

 ※ 施設利用率とは、施設・設備が一日に対応可能な処理能力に対する、一日平均処理水

量の割合であり、施設の利用状況や適正規模を判断する指標。 

 ※ 水洗化率とは、処理区域内人口のうち、水洗便所を設置して汚水処理している人口の

割合を表した指標。 

これらの経年変化を次に示す。 

図 2-1 施設利用率           図 2-2 水洗化率 
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2-3 事業の課題 

施設利用率は、類似団体平均値や全国平均値よりも低い状況にあり、横ばい傾向とな

っている。これは、人口減少や事業所の規模縮小が要因である。今後は接続促進等によ

る流入量の増加、又は適切な規模に合わせた施設更新等を行う必要がある。 

水洗化率は、類似団体平均値や全国平均値よりも低い状況にあるものの、微増傾向と

なっている。人口減少が進むなか、今後も継続した接続促進を行う必要がある。 

3．経営の基本方針 

経営の基本方針は、下記の 4 項目とする。 

① 持続可能な下水道事業に向けて、下水道施設の適切な維持管理を図り、施設の長寿

命化や耐震化を進めながら計画的で効率的な施設更新に取り組む。 

② 水質保全や生活環境の改善に関する広報・啓発活動の展開により、下水道接続率の

向上を図る。 

③ 効率的かつ効果的な事業運営を推進するため、事務事業の見直し等を行い、適正な

職員配置に努める。 

④ 災害発生時における危機管理体制を強化し、下水道施設の機能維持・早期復旧に努

める。 

4．計画期間 

「経営戦略」の計画期間は、事業の特性、個々の団体･事業の普及状況、施設の老朽化

状況、経営状況等を踏まえて、令和 3～12 年度の 10 年間を計画期間とする。 

5．投資･財政計画 

5-1 投資についての説明 

収支計画における資本的支出の主なものは、建設改良費と地方債償還金となっている。 

管渠の整備は、ほぼ完了している。また、処理場についても全系列が完成しているが、

平成 9 年度の供用開始から 23 年が経過している。このため、建設改良費としては、処理

場の機械・電気設備を中心に、平成 30 年度・令和元年度に策定したストックマネジメン

ト計画による計画的な改築・更新事業を予定する。 

また、し尿受入施設の建設や令和 4年度以降は処理場の耐震対策補強工事を予定する。 
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表 5-1 投資計画 

(単位：千円) 

表 5-2 投資計画（し尿受入） 

(単位：千円) 

地方債償還金は、令和 6年度に地方債残高のピークを迎え、その後減少する見込みで

ある。地方債残高は、し尿受入施設の建設による影響で、一時的に地方債残高が増加す

るものの、公共下水道は面整備をほぼ完了していることもあり、今後は減少していく見

込みである。 

図 5-1 地方債償還金(元金及び利子)の見通し 

区 分 処理区 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12

新規投資 し尿受入 300,000 500,000 500,000

0 300,000 500,000 500,000 0 0 0 0 0 0
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新規投資 国東 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000

更新投資 国東 14,000 29,200 41,200 5,000 5,000 43,700 63,700 5,000 5,000 5,000

耐震投資 国東 42,800 64,300 16,500

19,000 77,000 110,500 10,000 10,000 65,200 68,700 10,000 10,000 10,000

24,361 13,001 5,001 5,001 6,001 8,001 1,001 3,001 3,001 1,001

43,361 90,001 115,501 15,001 16,001 73,201 69,701 13,001 13,001 11,001合　計

工事費（計）

間接費
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図 5-2 地方債残高の見通し 

5-2 財源についての説明 

収支計画における収益的収入の主なものは、料金収入(下水道使用料)、他会計からの

繰入金となっている。資本的収入では、地方債、他会計からの補助金、国からの補助金

となっている。 

料金収入(下水道使用料)については、令和 3年度以降、人口減少に伴い、増加を見込

むことは難しく、料金収入(下水道使用料)も減少に転じる見込みである。今後も接続促

進の継続的な取組が必要である。 

図 5-3 料金収入の見通し 
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国からの補助金については、建設改良費のうちの補助対象事業に対し、適切に見込み、

残りの建設改良費の財源として、地方債の発行を予定する。 

また、他会計からの繰入金・補助金については、過去に発行した地方債の償還金への

充当とあわせて、し尿受入施設に関する費用についても他会計からの繰入を予定してい

る。突出している令和８年度は、し尿受入施設に伴う撤去費用によるものである。公共

下水道事業の地方債償還金は減少傾向であるものの、し尿受入施設の費用も加わるため、

他会計からの繰入金・補助金は、概ね横ばいとなる見込みである。 

図 5-4 他会計繰入金・補助金の見通し 

5-3 投資以外の経費についての説明 

動力費、薬品費、修繕費等の維持管理に要する経費については、令和 3年度以降、人

口減少に伴い、年間 4.4 千万円程度で推移していく見込みである。これらの経費につい

ては、包括的民間委託の導入等による経費削減を検討していくものとする。 

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12

他会計繰入金・補助金（千円）

他会計補助金（資本的収入）し尿受入 他会計繰入金（収益的収入）し尿受入

他会計補助金（資本的収入）公共 他会計繰入金（収益的収入）公共

- 6 -



図 5-5 維持管理費の見通し 

職員給与費については、職員の配置でも異なるが、年間 2.3 千万円程度を予定する。

一方、組織・人材・定員等について、事業規模や内容について常に把握し、組織形態や

職員数と業務量との整合性を図り効率化を図るものとする。 

図 5-6 職員給与費の見通し 

6．効率化･経営健全化の取組 

6-1 今後の投資についての考え方・検討状況 

現在実施している大分県下水道船団方式事業を継続し、施設や事務の一部を共同して

維持管理等を実施するものとする。 
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投資の平準化については、長寿命化や最適化など国の動向を注視しながら実施するも

のとする。 

PPP/PFI などの民間的経営手法の導入については、事業の公共性と効率性を考え、今

後の検討課題とする。 

その他の取組として、建設改良費については、国の補助事業の活用や交付税措置の有

利な地方債の借入など、適切な財源確保について検討するものとする。 

6-2 今後の財源についての考え方・検討状況 

下水道使用料については、平成 28 年度に改定率 10％の使用料改定を行い、令和元年

10 月に消費税率の変更による改定を実施している。また、令和 2年 4月より公営企業会

計へ移行しており、減価償却費及び一般会計繰入金と併せ、適正な使用料体系の見直し

を検討する必要がある。 

6-3 投資以外の経費についての考え方・検討状況 

PPP/PFI などの民間的経営手法の導入については、事業の公共性と効率性を考え、今

後の検討課題とする。 

職員給与費については、組織や定員等について、事業規模や内容について常に把握し、

組織形態や職員数と業務量との整合性に努め効率化を図るものとする。 

動力費については、機器の適正な運用を図り、コスト縮減に努めるものとする。 

薬品費については、従来から単価契約の実施などにより経費節減に取り組んでいるが、

大分県下水道船団方式事業の継続によりコスト削減が可能か検討するものとする。 

修繕費については、事業開始から 23 年経過しており、修繕費等が増加することが考え

られることから、計画的に修繕等を行っていく必要がある。また、維持管理において、

老朽化していく施設の長寿命化等を検討・実施していく必要がある。 

委託費については、統合できる委託業務内容及び委託期間について検討し、経費の節

減、効率化に努めるものとする。 

その他の取組として、供用開始区域内において、下水道への未接続の家庭や事業所等

に対し、接続への啓発活動を継続的に行うものとする。 
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7．ロードマップ 

今後、人口減少が進む見込みであるものの、下水道への接続促進の取り組みを継続し、

接続率 80％を令和 12 年度までに達成することを目標とする。 

図 7-1 接続率の目標 

また、将来にわたり持続可能な下水道事業の経営基盤を確保するため、必要に応じて

（3～5年に 1回程度）下水道使用料体系の見直しの必要性を検討する。 

8．経営戦略の事後検証、更新等に関する事項 

毎年度、進捗管理(モニタリング)を行い、また、3～5年ごとに見直し(ローリング)を

行うことにより、経営戦略の事後検証、更新を行うものとする。 
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国東市下水道事業経営戦略

団    体    名   ：  国 東 市

事    業    名   ：  公共下水道事業

策    定    日   ：  令和   3   年   3   月

計  画  期  間  ：  令和  3 年度    ～    令和  12  年度

１．事業概要

(１) 事業の現況

 ① 施 設

供 用 開 始 年 度

（供 用 開 始 後 年 数）

平成9年度（H10年 3月）

（23年）

法適（全部適用・一部適用）

非 適 の 区 分
法適（一部適用）

処 理 区 域 内 人 口 密度 16.29 人/ha 
流 域 下 水 道 等 へ の

接 続 の 有 無
無

処 理 区 数 1区（国東処理区）

処 理 場 数 1施設（国東浄化センター）

広域化・共同化・最適化

実施状況

新たな下水道区域の拡張は行わず、下水道処理区域外については、合併処理浄化槽の

整備を推進していく方針です。

大分県下水道船団方式事業により、一部につき施設や事務等の管理・運営を杵築市及

び姫島村と共同で行っています。

 ② 使 用 料

一般家庭用使用料体系の

概 要 ・ 考 え 方

用途別基本料金と逓増型従量料金を組み合わせた二部料金制を採用しています。

（別紙 1）

業務用使用料体系の

概 要 ・ 考 え 方
公衆浴場汚水（別紙1）

その他の使用料体系の

概 要 ・ 考 え 方

地下水のみ使用  1人当たり 6  換算（料金は別紙１を適用）

水道と地下水の併用  水道使用料＋1人当たり 3  換算（料金は別紙１を適用）

条 例 上 の 使 用 料

（20  あたり）

※過去3 年度分を記載

平成 29年度   3,010 円 実 質 的 な 使 用 料

（20  あたり）

※過去3 年度分を記載

平成 29年度  3,387  円

平成 30年度  3,010  円 平成 30年度  3,446  円

令和元年度   3,080  円 令和元年度 3,172  円
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③ 組 織

職  員  数 水道事業及び下水道事業を所管する上下水道課に 14名（正規職員）が所属しています。

事 業 運 営 組 織
 平成 18年度に4町が合併し国東市となった際、上下水道課が組織されましたが、その後

業務委託の実施を行いつつ、機構改革や職員の削減に取り組み現在に至っています。

(２) 民間活力の活用等

民 間 活 用 の 状 況

ア 民間委託

（包括的民間委託を含む）

処理場及びポンプ施設における運転操作、監視、点

検整備、清掃、トラブル発生時の応急対応等の運転管

理業務を民間委託しています。

イ 指定管理者制度
施設維持管理業務等民間委託を行っているため、

指定管理者制度については未検討です。

ウ PPP・PFI 
 施設維持管理業務等民間委託を行っているため、

PPP・PFI については未検討です。

資 産 活 用 の 状 況

ア エネルギー利用

（下水熱・下水汚泥・発電等）
 該当ありません。

イ 土地・施設等利用

（未利用土地・施設の活用等）
 該当ありません。

(３) 経営比較分析表を活用した現状分析

 別紙２（経営比較分析表）のとおり
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２．将来の事業環境

 (１) 処理区域内人口の予測

 国東市生活排水処理施設整備構想の将来予測と同様に、処理区域内人口は令和 3 年度 3,737 人から令和 12 年度 3,199

人へ減少する見通しである。下水道への接続促進の取組を継続し、過去の実績と同程度の水洗化率の伸びを確保する。

(２) 有収水量の予測

有収水量は、令和 3年度 1,094ｍ /日から令和 12年度 1,039ｍ /日へ減少する見通しである。

(３) 使用料収入の見通し

使用料収入は、現行の使用料体系のままとすると、令和3年度66,650 千円から令和 12年度 63,299 千円へ減少する見

通しである。

(４) 施設の見通し

 供用開始から 23 年が経過しており、適正な維持管理・改築更新が必要となっている。老朽化が進んだ施設の機器につ

いては、策定したストックマネジメント計画に基づく処理場・マンホールポンプの更新工事を行う。また、し尿受入施設

の建設及び処理場の耐震対策補強工事を実施する。

(５) 組織の見直し

 将来にわたり持続可能な下水道事業に向けて、人材育成・技術継承が可能な組織体制が必要であり、現行の人数を維持

することを想定している。国東市全体の組織機構とのバランスを考慮して、事業規模にふさわしい組織体制を検討する必

要がある。

３．経営の基本方針

① 持続可能な下水道事業に向けて、下水道施設の適切な維持管理を図り、施設の長寿命化や耐震化を進めながら計画的

で効率的な施設更新に取り組みます。

② 水質保全や生活環境の改善に関する広報・啓発活動の展開により、下水道接続率の向上を図ります。

③ 効率的かつ効果的な事業運営を推進するため、事務事業の見直し等を行い、適正な職員配置に努めます。

④ 災害発生時における危機管理体制を強化し、下水道施設の機能維持・早期復旧に努めます。

R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12

3,737 3,675 3,612 3,550 3,488 3,430 3,372 3,314 3,256 3,199処理区域内人口（人）

R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12

2,745 2,729 2,710 2,692 2,674 2,656 2,638 2,619 2,601 2,583

340 340 340 340 340 340 340 340 340 340

一般 933 928 921 915 909 903 897 890 884 878

工場 161 161 161 161 161 161 161 161 161 161

計 1,094 1,089 1,082 1,076 1,070 1,064 1,058 1,051 1,045 1,039

有収水量
（ｍ3/日）

水洗化人口（人）

原単位（ /人・日）

R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12

1,094 1,089 1,082 1,076 1,070 1,064 1,058 1,051 1,045 1,039

166.91 166.91 166.91 166.91 166.91 166.91 166.91 166.91 166.91 166.91

66,650 66,345 66,099 65,553 65,187 64,822 64,633 64,030 63,664 63,299

有収水量（ｍ3/日）

使用料単価（円）

使用料収入（千円）
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４．投資・財政計画（収支計画）

 (１) 投資・財政計画（収支計画） ： 別 紙 の と お り

(２) 投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明

 ① 収支計画のうち投資についての説明

目  標

 改築更新時期における投資の均等化

 収支計画における資本的支出の主なものは、建設改良費と地方債償還金となっています。

 管渠の整備は、ほぼ完了しています。また、処理場についても全系列が完成していますが、平成9年度の供用開始から

23 年が経過しています。このため、建設改良費としては、処理場の機械・電気設備を中心に、ストックマネジメント計

画による計画的な改築・更新事業を予定しています。

 各年度の投資額については、できる限り均等化できるように、考慮します。

 また処理場の耐震対策補強工事を予定しています。

 地方債償還金は、令和6年度に地方債残高のピークを迎え、その後減少する見込みです。し尿受入施設の建設による影

響で、一時的に地方債残高が増加するものの、公共下水道は面整備をほぼ完了していることもあり、今後は減少していく

見込みです。

② 収支計画のうち財源についての説明

目  標

継続的な普及促進により接続率の伸びを維持し、料金収入（下水道使用料）を確保する。

 収支計画における収益的収入の主なものは、料金収入（下水道使用料）、他会計からの繰入金です。資本的収入では、

地方債、他会計からの補助金、国からの補助金となっています。

 料金収入（下水道使用料）については、接続率の伸びよりも人口減少の影響が大きく、料金収入（下水道使用料）は減

少傾向となる見込みです。

 国からの補助金については、建設改良費のうちの補助対象事業に対し、適切に見込んでいます。残りの建設改良費の財

源として、地方債の発行を予定しています。

 また、他会計からの繰入金・補助金については、過去に発行した地方債の償還金への充当とあわせて、し尿受入施設に

関する費用についても他会計からの繰入を予定しています。突出している令和 8年度は、し尿受入施設に伴う撤去費用に

よるものです。公共下水道事業の地方債償還金は減少傾向となっているものの、し尿受入施設の費用も加わるため、他会

計からの繰入金・補助金は、概ね横ばいとなる見込みです。

③ 収支計画のうち投資以外の経費についての説明

 動力費、薬品費、修繕費等の維持管理に要する経費については、今後は人口減少に伴う流入水量の減少により、減少し

ていく見込みです。

 職員給与費については、職員の配置でも異なりますが、年間2.3千万円程度を予定しています。
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(３) 投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要

① 今後の投資についての考え方・検討状況

広域化・共同化・最適化に関する事項
 大分県下水道船団方式事業を継続し、施設や事務の一部を共同して維持管

理等実施します。

投資の平準化に関する事項  長寿命化や最適化など国の動向を注視しながら実施してまいります。

民間活力の活用に関する事項

（PPP/PFI など）

PPP/PFI などの民間的経営手法の導入については、事業の公共性と効率性

を考え、今後の検討課題と捉えています。

その他の取組
 建設改良費については、国の補助事業の活用や交付税措置の有利な地方債

の借入など、適切な財源確保について検討します。

 ② 今後の財源についての考え方・検討状況

使用料の見直しに関する事項

 平成 28 年度に改定率 10％の使用料改定を行い、令和元年 10 月に消費税

率の変更による改定を実施している。令和 2年度より、企業会計方式に移行

しており、今後、適正な使用料体系の見直しを検討する必要があります。

資産活用による収入増加

の取組について
 該当なし。

その他の取組
建設改良費については、国の補助事業の活用や交付税措置の有利な地方債

の借入など、適切な財源確保について検討します。

 ③ 投資以外の経費についての考え方・検討状況

民間活力の活用に関する事項

（包括的民間委託等の民間委託、指定管

理者制度、PPP/PFI など）

PPP/PFI などの民間的経営手法の導入については、事業の公共性と効率性

を考え、今後の検討課題と捉えています。

職員給与費に関する事項
 組織や定員等について、事業規模や内容について常に把握し、組織形態や

職員数と業務量との整合性に努め効率化を図ります。

動力費に関する事項  機器の適正な運用を図り、コスト縮減に努めます。

薬品費に関する事項
 従来から単価契約の実施などにより経費節減に取り組んでいますが、大分

県下水道船団方式事業の継続によりコスト削減が可能か検討します。

修繕費に関する事項

 事業開始から 23 年経過しており、修繕費等が増加することが考えられま

すので、計画的に修繕等を行っていく必要があります。

 また、老朽化していく施設の健全度とリスク評価に基づくストックマネジ

メント計画を平成 30年度、令和元年度に策定しており、適切な機器更新と修

繕・維持管理を実施していきます。

委託費に関する事項
 統合できる委託業務内容及び委託期間について検討し、経費の節減、効率

化に努めます。

その他の取組
 供用開始区域内において、下水道への未接続の家庭や事業所等に対し、接

続への啓発活動を継続的に行います。

５．経営戦略の事後検証、更新等に関する事項

経 営 戦 略 の 事 後 検 証、

更 新 等 に 関 す る 事 項

 毎年度、進捗管理(モニタリング)を行い、また、3～5 年ごとに見直し(ローリン

グ)を行うことにより、経営戦略の事後検証、更新を行います。
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様式第2号（法適用企業・収益的収支） 投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円，％）

年　　　　　　度 前々年度 前年度

区　　　　　　分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

１． (A) 66,303 66,650 66,345 66,099 65,553 65,187 64,822 64,633 64,030 63,664 63,299
(1) 66,300 66,650 66,345 66,099 65,553 65,187 64,822 64,633 64,030 63,664 63,299
(2) (B)
(3) 3

２． 231,988 186,881 187,194 187,563 189,703 248,790 337,447 237,817 227,005 213,949 210,199
(1) 121,743 86,131 85,037 84,123 84,107 87,606 131,608 81,268 81,850 80,246 78,940

120,137 86,131 85,037 84,123 84,107 82,606 81,608 81,268 81,850 80,246 78,940
1,606 5,000 50,000

(2) 110,245 100,734 102,111 103,116 104,843 131,164 130,987 131,851 120,598 109,270 106,938
(3) 16 46 324 753 30,020 74,852 24,698 24,557 24,433 24,321

(C) 298,291 253,531 253,539 253,662 255,256 313,977 402,269 302,450 291,035 277,613 273,498
１． 262,475 237,735 239,818 241,733 244,820 295,005 294,991 296,490 286,125 273,692 269,809
(1) 22,380 23,217 23,217 23,217 23,217 23,217 23,217 23,217 23,217 23,217 23,217

20,326 20,298 20,298 20,298 20,298 20,298 20,298 20,298 20,298 20,298 20,298
2,054 2,919 2,919 2,919 2,919 2,919 2,919 2,919 2,919 2,919 2,919

(2) 52,777 44,444 44,408 44,358 44,336 44,272 44,230 44,187 44,157 44,094 44,051
9,357 7,826 7,790 7,740 7,718 7,654 7,612 7,569 7,539 7,476 7,433
2,796 2,911 2,911 2,911 2,911 2,911 2,911 2,911 2,911 2,911 2,911

400 19 19 19 19 19 19 19 19 19 19
40,224 33,688 33,688 33,688 33,688 33,688 33,688 33,688 33,688 33,688 33,688

(3) 187,318 170,074 172,193 174,158 177,267 227,516 227,544 229,086 218,751 206,381 202,541
２． 25,988 15,796 13,721 11,929 10,436 18,972 107,278 5,960 4,910 3,921 3,689
(1) 17,882 15,796 13,721 11,929 10,436 8,972 7,278 5,960 4,910 3,921 3,689
(2) 8,106 10,000 100,000

(D) 288,463 253,531 253,539 253,662 255,256 313,977 402,269 302,450 291,035 277,613 273,498
(E) 9,828
(F) 1
(G) 9,829
(H) △ 9,828

(I)
(J)

(K)

( I )
(A)-(B)

(L)

(M) 66,303 66,650 66,345 66,099 65,553 65,187 64,822 64,633 64,030 63,664 63,299

(N)

(O)

(P)

営 業 外 収 益

料 金 収 入
受 託 工 事 収 益
そ の 他

令和3年度

営 業 収 益

令和4年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度

補 助 金
他 会 計 補 助 金
そ の 他 補 助 金

長 期 前 受 金 戻 入

そ の 他

収 入 計
そ の 他

そ の 他
減 価 償 却 費

営 業 外 費 用

収

益

的

支

出

営 業 費 用
職 員 給 与 費

基 本 給
退 職 給 付 費
そ の 他

経 費
動 力 費
修 繕 費

支 払 利 息

流 動 負 債

支 出 計
経 常 損 益 (C)-(D)

特 別 利 益
特 別 損 失
特 別 損 益 (F)-(G)

収

益

的

収

支

当 年 度 純 利 益 （ 又 は 純 損 失 ） (E)+(H)

繰 越 利 益 剰 余 金 又 は 累 積 欠 損 金
流 動 資 産

う ち 未 収 金

収

益

的

収

入

材 料 費

う ち 建 設 改 良 費 分
う ち 一 時 借 入 金
う ち 未 払 金

累 積 欠 損 金 比 率 （ ×100 ）

健 全 化 法 施 行 規 則 第 ６ 条 に 規 定 す る
解 消 可 能 資 金 不 足 額

健 全 化 法 施 行 令 第 17 条 に よ り 算 定 し た
事 業 の 規 模

健全化法第22条により算定した
資 金 不 足 比 率

(（N）/（P）×100)

地方財政法施行令第15条第１項により算定した
資 金 の 不 足 額

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (A)-(B)

地 方 財 政 法 に よ る
資 金 不 足 の 比 率

(（L）/（M）×100)

健 全 化 法 施 行 令 第 16 条 に よ り 算 定 し た
資 金 の 不 足 額

-
 
1
5
 
-



様式第2号（法適用企業・資本的収支） 投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円）
年　　　　　度 前々年度 前年度

区　　　　　分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

１． 20,500 44,600 181,200 288,100 245,400 10,200 31,300 32,900 5,600 5,600 5,600

２． 50,182 48,674 49,248 49,284 45,342 28,011 32,990 23,123 23,776 22,906 19,210

３．

４． 300

５．

６． 35,128 38,000 192,850 309,775 254,500 5,000 32,860 34,785 3,500 3,500 2,500

７．

８．

９． 12,270 9,320 25,010 42,813 48,125 48,125 48,125 48,125 48,125 48,125

(A) 106,110 143,544 432,618 672,169 588,055 91,336 145,275 138,933 81,001 80,131 75,435

(B)

(C) 106,110 143,544 432,618 672,169 588,055 91,336 145,275 138,933 81,001 80,131 75,435

１． 72,534 98,661 390,001 615,501 515,001 16,001 73,201 69,701 13,001 13,001 11,001

２． 108,046 108,789 112,258 117,514 130,612 138,374 127,557 118,132 114,045 111,159 102,219

３．

４．

５． 2,603

(D) 183,183 207,450 502,259 733,015 645,613 154,375 200,758 187,833 127,046 124,160 113,220

(E) 77,073 63,906 69,641 60,846 57,558 63,039 55,483 48,900 46,045 44,029 37,785

１． 77,073 63,906 69,641 60,846 57,558 63,039 55,483 48,900 46,045 44,029 37,785

２．

３．

４．

(F) 77,073 63,906 69,641 60,846 57,558 63,039 55,483 48,900 46,045 44,029 37,785

(G)

(H) 867,706 803,517 872,459 1,043,045 1,157,833 1,029,659 933,402 848,170 739,725 634,166 537,547

○他会計繰入金 （単位：千円）

年　　　　　度 前々年度 前年度

区　　　　　分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

120,137 86,147 85,083 84,447 84,860 112,626 156,460 105,966 106,407 104,679 103,261

95,047 85,240 83,877 82,767 82,227 80,424 79,103 78,617 78,626 76,719 75,091

25,090 907 1,206 1,680 2,633 32,202 77,357 27,349 27,781 27,960 28,170

50,182 60,944 58,568 74,294 88,155 76,136 81,115 71,248 71,901 71,031 67,335

10,854 10,866 11,094 10,548 10,076 9,066 7,980 7,033 6,622 6,332 5,434

39,328 50,078 47,474 63,746 78,079 67,070 73,135 64,215 65,279 64,699 61,901

170,319 147,091 143,651 158,741 173,015 188,762 237,575 177,214 178,308 175,710 170,596

令和12年度

企 業 債

う ち 資 本 費 平 準 化 債

他 会 計 出 資 金

他 会 計 補 助 金

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度

計

そ の 他

令和9年度 令和10年度 令和11年度

他 会 計 負 担 金

(A)のうち翌年度へ繰り越さ
れる支出の財源充当額

純 計 (A)-(B)

資

本

的

支

出

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

企 業 債 償 還 金

他 会 計 長 期 借 入 返 還 金

他 会 計 へ の 支 出 金

資

本

的

収

入

そ の 他

計

他 会 計 借 入 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

固 定 資 産 売 却 代 金

工 事 負 担 金

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

合 計

令和11年度

資

本

的

収

支

補  財 源 不 足 額 (E)-(F)

他 会 計 借 入 金 残 高

企 業 債 残 高

資本的収入額が資本的支出額に
不足する額     　　    (D)-(C)

補

財

源

損 益 勘 定 留 保 資 金

利 益 剰 余 金 処 分 額

繰 越 工 事 資 金

そ の 他

計

令和12年度

収 益 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

資 本 的 収 支 分

令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度令和4年度令和3年度

-
 
1
6
 
-



別紙１（国東市下水道使用料金表）

種　別 区　　分 汚　　水　　量 金　　額

 基本料金  ８立方メートルまで １，２１０ 円 

 ８立方メートルを超え３０立方メートル
 までの部分

１５６ 円 

 ３０立方メートルを超え５０立方メートル
 までの部分

１６２ 円 

 ５０立方メートルを超え７０立方メートル
 までの部分

１７２ 円 

 ７０立方メートルを超え１００立方メートル
 までの部分

１８４ 円 

 １００立方メートルを超える部分 ２０２ 円 

公衆浴場汚水  １立方メートル当たり ３５ 円 

※　水道水以外の水を排除した場合及び水道水以外の水と水道水を併用して排除した場合は、市長が

　認定する使用水量をもって汚水の排出量とする。

一般汚水  超過料金
 （１立方メートルに
　つき）

- 17 -



グラフ凡例

当該団体値（当該値）

類似団体平均値（平均値）

令和元年度全国平均

※ 法適用企業と類似団体区分が同じため、収益的収支比率の類似団体平均等を表示していません。

③『管渠改善率』・・・当該年度に更新した管渠延
長の割合を表した指標。平成10年3月31日に供用開
始しており、主だった管渠の老朽化はみられないた
め、更新は行っていません。

2. 老朽化の状況

全体総括

　平成28年度に料金改定を行っていますが、人口減
少等の影響により、使用料収入の減少が見込まれま
す。今後も接続率の向上や計画的な更新、維持管理
費の削減、料金改定の検討を行います。また、令和
２年度より、経営基盤の強化や財政マネジメントの
向上等にさらに的確に取り組むため、民間企業と同
様の公営企業会計を適用し、経営・資産等の状況の
正確な把握、弾力的な経営の実現を目指します。

【】

分析欄

1. 経営の健全性・効率性 1. 経営の健全性・効率性について

①『収益的収支比率』・・・収益的収支の総費用に地方債償還金
を加えた費用を料金収入や一般会計繰入金等の総収益でどの程度
賄われているかを示す指標。100％未満のため、今後も維持管理
費の削減や使用料収入の増加（接続推進等）が必要です。

④『企業債残高対事業規模比率』・・・料金収入に対する企業債
残高の割合であり、企業債残高の規模を示す指標。

⑤『経費回収率』・・・使用料で回収すべき経費を、どの程度使
用料で賄えているかを表した指標。類似団体平均を上回っていま
すが、今後も維持管理費の削減や使用料収入の増加（接続推進
等）が必要です。

⑥『汚水処理原価』・・・有収水量1 あたりの汚水処理に要し
た費用であり、汚水資本費・汚水維持管理費の両方を含めた汚水
処理に係るコストを表した指標。類似団体と比較すると下回って
いますが、経費回収率向上のため、今後も維持管理費の削減や有
収水量の増加（接続推進等）が必要です。

⑦『施設利用率』・・・施設・設備が一日に対応可能な処理能力
に対する、一日平均処理水量の割合であり、施設の利用状況や適
正規模を判断する指標。近年は人口減少及び事業所からの流入量
の減少のため低下しています。今後も接続推進等による流入量の
増加、又は適切な規模に合わせた施設更新等を行う必要がありま
す。

⑧『水洗化率』・・・処理区域内人口のうち、水洗便所を設置し
て汚水処理している人口の割合を表した指標。類似団体平均以下
のため今後も継続した接続推進を行う必要があります。

2. 老朽化の状況について

処理区域内人口密度(人/km2) －

- 該当数値なし 14.03 89.38 3,080 3,861 2.37 1,629.11

318.10 87.02 ■

資金不足比率(％) 自己資本構成比率(％) 普及率(％) 有収率(％) 1か月20ｍ
3
当たり家庭料金(円) 処理区域内人口(人) 処理区域面積(km2)

法非適用 下水道事業 公共下水道 Cd2 非設置 27,682

経営比較分析表（令和元年度決算）
大分県　国東市

業務名 業種名 事業名 類似団体区分 管理者の情報 人口（人） 面積(km2) 人口密度(人/km2)

0.00

0.02

0.04

0.06

0.08

0.10

0.12

0.14

0.16

H27 H28 H29 H30 R01

当該値 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平均値 0.15 0.10 0.13 0.12 0.10

94.50

95.00

95.50

96.00

96.50

97.00

97.50

98.00

98.50

H27 H28 H29 H30 R01

当該値 97.18 97.63 96.50 95.87 98.02

平均値

0.00

0.10

0.20

0.30

0.40

0.50

0.60

0.70

0.80

0.90

1.00

H27 H28 H29 H30 R01

当該値

平均値

0.00

0.10

0.20

0.30

0.40

0.50

0.60

0.70

0.80

0.90

1.00

H27 H28 H29 H30 R01

当該値

平均値

①収益的収支比率(％)

0.00

0.10

0.20

0.30

0.40

0.50

0.60

0.70

0.80

0.90

1.00

H27 H28 H29 H30 R01

当該値

平均値

0.00

0.10

0.20

0.30

0.40

0.50

0.60

0.70

0.80

0.90

1.00

H27 H28 H29 H30 R01

当該値

平均値

0.00

200.00

400.00

600.00

800.00

1,000.00

1,200.00

1,400.00

H27 H28 H29 H30 R01

当該値 0.00 4.10 22.61 171.87 0.00

平均値 1,162.36 1,047.65 1,124.26 1,048.23 1,130.42

0.00

20.00

40.00

60.00

80.00

100.00

120.00

H27 H28 H29 H30 R01

当該値 97.13 98.42 96.99 87.97 100.67

平均値 68.21 74.04 80.58 78.92 74.17

0.00

50.00

100.00

150.00

200.00

250.00

300.00

H27 H28 H29 H30 R01

当該値 162.17 172.09 174.62 195.84 157.54

平均値 250.84 235.61 216.21 220.31 230.95

0.00

10.00

20.00

30.00

40.00

50.00

60.00

H27 H28 H29 H30 R01

当該値 33.39 31.24 31.06 32.70 35.73

平均値 49.39 49.25 50.24 49.68 49.27

0.00

10.00

20.00

30.00

40.00

50.00

60.00

70.00

80.00

90.00

H27 H28 H29 H30 R01

当該値 67.00 67.70 68.54 71.86 71.82

平均値 83.96 84.12 84.17 83.35 83.16

②累積欠損金比率(％) ③流動比率(％) ④企業債残高対事業規模比率(％)

⑤経費回収率(％) ⑥汚水処理原価(円) ⑦施設利用率(％) ⑧水洗化率(％)

①有形固定資産減価償却率(％) ②管渠老朽化率(％) ③管渠改善率(％)

【682.51】

【95.35】【59.64】【136.15】【100.34】

【0.22】

該当数値なし 該当数値なし

該当数値なし 該当数値なし

別紙２ 

-
 
1
8
 
-


